
事 業 概 況 （令和４年３月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和３年度労災保険業務機械処理の令和４年３月末現在における保険給付支払総額は 7,255億円で、前年同期に比べて

1.1％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が 3,336億円で 46.0％と最も大きく、次いで療養補償給

付が 2,485億円で 34.3％を占めている。以下、休業補償給付が 13.2％、障害補償一時金が 4.1％、介護補償給付が 1.1％、

遺族補償一時金が 1.0％、葬祭料が 0.3％、二次健康診断等給付が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が 21.0％増、療養補償給付が 1.7％増

となっているのに対し、障害補償一時金が 3.3％減、休業補償給付が 2.6％減、年金等給付が 2.5％減、葬祭料が 2.2％減、

介護補償給付が 1.4％減、遺族補償一時金が 1.0％減となっている。（第１表） 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 2,355 億円で 32.5％、「建設事業」が 2,027 億円で

27.9％、「製造業」が 1,672億円で 23.0％となっている。以下、「運輸業」が 11.0％、「鉱業」が 3.0％、「林業」が 1.6％、

「船舶所有者の事業」が 0.5％、「漁業」が 0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「その他の事業」が 2.2％増、「船舶所有者の事業」が 2.0％増と

なっているのに対し、「鉱業」が 9.8％減、「林業」が 4.5％減、「製造業」が 2.6％減、「建設事業」が 2.5％減、「漁業」が

1.1％減、「運輸業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.7％減となっている。（第２表） 

 

 

 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 733,353,531 100.0 3.0 △    725,498,287 100.0 1.1 △    

療 養 補 償 給 付 244,302,539 33.3 2.0 △    248,524,522 34.3 1.7

休 業 補 償 給 付 97,987,455 13.4 0.1 △    95,479,343 13.2 2.6 △    

障 害 補 償 一 時 金 30,597,650 4.2 0.0 29,595,990 4.1 3.3 △    

遺 族 補 償 一 時 金 7,045,672 1.0 1.5 6,974,189 1.0 1.0 △    

葬 祭 料 1,953,887 0.3 2.1 1,910,798 0.3 2.2 △    

介 護 補 償 給 付 7,951,107 1.1 5.5 7,843,213 1.1 1.4 △    

年 金 等 給 付 342,199,497 46.7 5.1 △    333,577,835 46.0 2.5 △    

二 次健 康診 断等 給付 1,315,724 0.2 8.3 △    1,592,396 0.2 21.0

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

(注2) 本表の数値は、金額は百の位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。
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第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況



 

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 1,836億円で 55.0％と最も大きく、次いで障害補

償年金が 1,266億円で 38.0％、傷病補償年金が 233億円で 7.0％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 1,095億円で 32.8％、「製造業」が 941億円で 28.2％、

「その他の事業」が 693億円で 20.8％となっている。以下、「運輸業」が 11.1％、「鉱業」が 4.4％、「林業」が 1.7％、「漁

業」が 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」及び「船舶所有者の事業」がそれぞれ 0.3％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 733,353,531 100.0 3.0 △    725,498,287 100.0 1.1 △    

林 業 12,008,468 1.6 4.5 △    11,462,414 1.6 4.5 △    

漁 業 2,128,221 0.3 5.6 △    2,104,665 0.3 1.1 △    

鉱 業 23,888,665 3.3 9.1 △    21,555,491 3.0 9.8 △    

建 設 事 業 207,791,719 28.3 4.2 △    202,696,070 27.9 2.5 △    

製 造 業 171,698,851 23.4 5.4 △    167,160,169 23.0 2.6 △    

運 輸 業 80,684,011 11.0 1.8 △    80,138,725 11.0 0.7 △    

電 気 、 ガ ス 、 水 道
又 は 熱 供 給 の 事 業 1,656,000 0.2 7.4 △    1,644,316 0.2 0.7 △    

そ の 他 の 事 業 230,290,286 31.4 0.3 235,464,586 32.5 2.2

船 舶 所 有 者 の 事 業 3,207,310 0.4 1.3 △    3,271,850 0.5 2.0
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第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和2年度　3年3月末 令和3年度　4年3月末

令和3年度　4年3月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 126,620,877 183,633,721 23,323,237 333,577,835 100.0

林 業 1,667,597 3,885,900 239,617 5,793,114 1.7

漁 業 315,959 1,024,090 18,065 1,358,114 0.4

鉱 業 1,384,195 11,091,109 2,276,999 14,752,303 4.4

建 設 事 業 34,269,104 66,823,823 8,455,630 109,548,558 32.8

製 造 業 45,959,198 43,907,393 4,258,688 94,125,278 28.2

運 輸 業 13,854,048 20,812,173 2,201,600 36,867,821 11.1

電 気 、 ガ ス 、 水 道
又 は 熱 供 給 の 事 業 224,913 632,279 61,045 918,236 0.3

そ の 他 の 事 業 28,659,135 34,901,510 5,771,895 69,332,541 20.8

船 舶 所 有 者 の 事 業 286,728 555,444 39,699 881,871 0.3

構 成 比 38.0% 55.0% 7.0% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

構成比

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況



 

保 険 料 

 

  令和３年度労災保険業務機械処理の令和４年３月末現在における保険料徴収決定済額は 8,610億円で、前年同期に比べ

て 2.4％減となっている。保険料収納済額は 8,489億円で、前年同期に比べて 1.7％減となっている。また、収納率につい

てみると 98.6％となっており、前年同期に比べて 0.8ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 4,191億円で 48.7％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 1,894 億円で 22.0％、「製造業」が 1,517 億円で 17.6％を占めている。以下、「運輸業」が 8.7％、「船舶所有者

の事業」が 1.5％、「林業」が 0.7％、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.3％、「漁業」が

0.2％となっている。（第４表） 

 

 

区　分　

令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度

　業　種 3年3月末 4年3月末 3年3月末 4年3月末 3年3月末 4年3月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 882,588,988 861,018,073 100.0 2.4 △   863,233,462 848,881,511 100.0 1.7 △   97.8 98.6

林 業 5,620,333 5,763,259 0.7 2.5 5,496,463 5,635,127 0.7 2.5 97.8 97.8

漁 業 1,855,653 1,808,241 0.2 2.6 △   1,789,684 1,749,426 0.2 2.2 △   96.4 96.7

鉱 業 2,607,357 2,523,242 0.3 3.2 △   2,462,129 2,405,180 0.3 2.3 △   94.4 95.3

建 設 事 業 192,516,029 189,397,752 22.0 1.6 △   189,511,385 186,835,792 22.0 1.4 △   98.4 98.6

製 造 業 160,980,155 151,709,982 17.6 5.8 △   158,203,993 150,026,108 17.7 5.2 △   98.3 98.9

運 輸 業 77,226,847 75,277,992 8.7 2.5 △   73,629,804 73,261,913 8.6 0.5 △   95.3 97.3

電気、ガス、 水道
又は熱供給の 事業 2,248,097 2,203,234 0.3 2.0 △   2,247,984 2,203,055 0.3 2.0 △   100.0 100.0

そ の 他 の 事 業 426,485,422 419,055,803 48.7 1.7 △   417,393,753 413,854,948 48.8 0.8 △   97.9 98.8

船舶所有者の 事業 13,049,094 13,278,568 1.5 1.8 12,498,268 12,909,961 1.5 3.3 95.8 97.2

構成比
対前年
同　期

増減率

構成比
対前年
同　期

増減率

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率


